
歳
入

　
　

熊
本
地
震
に
伴
う
災
害
関
連
事
業
を
中
心

に
、
前
年
度
予
算
を
繰
り
越
し
て
執
行
し
た
経

費
が
約
68
億
円
あ
り
、
そ
の
財
源
と
な
る
国
・

県
支
出
金
や
地
方
債
、
繰
越
金
が
増
加
し
た
こ

と
で
、
歳
入
決
算
額
が
大
幅
に
増
加
し
ま
し

た
。
ま
た
、
自
主
財
源
で
あ
る
市
税
は
新
築
家

屋
の
増
加
や
熊
本
地
震
に
よ
る
減
免
期
間
の
終

了
な
ど
に
よ
り
約
2
億
円
増
加
し
て
い
ま
す
。

一
方
、
依
存
財
源
で
あ
る
地
方
交
付
税
は
、
合

併
特
例
期
間（
平
成
17
年
度
か
ら
10
年
間
）の
終

了
に
よ
り
、
合
併
団
体
に
対
し
割
増
し
加
算
さ

れ
て
い
る
額（
約
11
億
円
）の
5
割
が
減
額
さ
れ

る
な
ど
、
総
額
と
し
て
減
少
し
ま
し
た
。

歳
出

　
目
的
別
経
費

　
　
児
童
福
祉
や
障
が
い
福
祉
、
生
活
保
護
な
ど

の
民
生
費
が
最
も
多
く
全
体
の
約
28
％
を
占
め

て
い
ま
す
。
次
い
で
保
健
衛
生
や
清
掃
費
な
ど

の
衛
生
費
が
約
20
％
と
、
熊
本
地
震
に
伴
う
災

害
廃
棄
物
処
理
費
に
よ
り
前
年
の
約
13
％
か
ら

大
幅
に
増
え
て
い
ま
す
。

　
性
質
別
経
費

　
　
人
件
費
や
扶
助
費
、
公
債
費
で
構
成
さ
れ
る

義
務
的
経
費
が
全
体
の
約
40
％
を
占
め
て
い
ま

す
。
人
件
費
は
減
少
し
て
い
ま
す
が
、
児
童
福

祉
や
障
が
い
福
祉
な
ど
の
扶
助
費
は
増
加
傾
向

に
あ
り
ま
す
。
投
資
的
経
費
で
あ
る
災
害
復
旧

事
業
費
や
物
件
費
、
補
助
費
は
、
災
害
廃
棄
物

処
理
業
務
委
託
や
被
災
者
支
援
の
た
め
の
補
助

金
な
ど
、
熊
本
地
震
関
連
経
費
に
よ
り
大
幅
に

増
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

決 算平
成
29
年
度
　市民の皆さまが納めた税金や使用料などの
収入をどのような支出に使ったのかなど、市
の財政状況と平成 29 年度決算の概要をお知
らせします。

問　財政課財政係　☎ 32-1111

具体的にはこんな費用です

目的別経費
①議会費　市議会運営のための費用
②総務費　庁舎管理、税務事務、戸
　籍事務、地方創生や企画などに使
　われる費用
③民生費　高齢者、子ども、障がい
　者などへの福祉のために使われる
　費用
④衛生費　ごみ、し尿、リサイクル
　などの環境対策、保健事業などに
　使われる費用
⑤農林水産業費　農林水産業の振興
　などに使われる費用
⑥商工費　商工業や観光の振興など
　に使われる費用
⑦土木費　道路、公園、河川などの
　整備や管理などに使われる費用
⑧消防費　消防、防災、災害対策や
　救急活動などに使われる費用
⑨教育費　小・中学校教育、社会教
　育やスポーツ振興の教育分野で使
　われる費用
⑩災害復旧費　災害に遭った公共施
　設を復旧させる費用
⑪公債費　市の借金を返済する費用

性質別経費
●人件費　市議会議員・各種委員の
　報酬や市職員に支払った給料など
●扶助費　生活保護や子ども、高齢
　者などに対する各種福祉の助成、
　手当、医療費給付など社会保障の
　ための費用
●公債費　市の借金を返済する費用
●普通建設事業費　小・中学校、道
　路、公園などの建設や改修のため
　の費用
●物件費　旅費、消耗品や委託料な
　ど他の経費に属さない消費的な費
　用
●繰出金　下水道や国民健康保険な
　どの会計へ繰り出したもの

歳入

歳出
平成 29 年度決算

399 億 1,185万円

376 億 899 万円
一般会計　
実質 17 億 1,472 万円の黒字決算
　歳入から歳出を単純に差し引くと 23 億 286 万円の
黒字となりますが、このうち平成 30 年度に繰り越し
て使う経費（財源）が 5 億 8,814 万円ありますので、こ
の額を除いた実質的な収支額は、17 億 1,472 万円の
黒字となります。

歳出は目的別、性質別の 2 つの区分で表しています。

具体的にはこんな収入です

A自主財源
　市が自分で確保できる収入
①分担金および負担金　保育料など
　特定の事業に充てるために徴収す
　るお金
②使用料および手数料　施設の使用
　料や証明書の交付にかかる手数料
③繰越金　前年度からの繰越金
④諸収入　延滞金、預金利子、複写
　機使用料など

B依存財源
　国や県から交付されるお金や借入
　金など
⑤地方交付税　地方公共団体が一定
　水準の仕事ができるよう国から交
　付されるお金
⑥地方譲与税　特定の国税を一定の
　基準で国が配分するお金
⑦国庫・県支出金　特定の事務事業
　に対し国や県から交付されるお金
⑧市債（借入金）　道路などの社会資
　本整備や農業基盤整備などの事業
　のために借り入れたお金

市民１人当たりの納税額
市民税　　　39,793 円（23億6,054万円）
固定資産税　47,901 円（28億4,155万円）

※ 平成 29 年度末の人口 59,321 人で計算
軽自動車税　3,411 円（2億    232万円）
市たばこ税　7,204 円（4億2,734万円）

歳入

目的別

性質別

市民１人当たりの経費［633,991円］

①分担金および負担金（0.6％）
　2億4,282万円

②使用料および手数料（0.8％）
　3億894万円

③繰越金（5.3％）
　21億2,056万円

④諸収入（1.6％）
　6億2,754万円

その他（1.6％）
6億3,550万円
・寄附金　3億2,300万円
・財産収入　　4,416万円
・繰入金　2億6,834万円

市税（14.6％）
58億3,175万円

⑤地方交付税（26.1％）
　104億2,231万円

⑦国庫支出金
　（19.6％）
　78億2,565万円

⑦県支出金
　（11.6％）
　46億3,988万円

⑥地方譲与税（0.8％）
　3億46万円

⑧市債（14.3％）
　56億9,320万円

各種交付金12億6,324万円（3.1％）
・利子割　　　　　　 　　922万円
・配当割　　　　　　  　1,287万円
・株式等譲渡所得割　  　1,851万円
・地方消費税　　　10億7,439万円

・ゴルフ場利用税　   3,988万円
・自動車取得税　　   7,326万円
・地方特例　　　　   2,741万円
・交通安全対策特別　  770万円

A自主財源
　（24.5％）
　97億6,711万円

B依存財源（75.5％）
　301億4,474万円

①議会費（0.6％）
　2億753万円［3,499円］

③民生費（28％）
　105億1,608万円
　［177,274円］

④衛生費（19.6％）
　73億7,059万円
　［124,249円］

⑤農林水産業費（6.9％）
　25億9,306万円
　［43,712円］

⑥商工費（0.6％）
　2億1,369万円
　［3,602円］

⑦土木費（8.6％）
　32億4,764万円
　［54,747円］

⑧消防費（2.5％）
　9億5,555万円
　［16,108円］

⑨教育費（6.9％）
　26億279万円
　［43,876円］

⑩災害復旧費（4.6％）
　17億4,573万円
　［29,429円］

⑪公債費（10.8％）
　40億4,722万円
　［68,226円］

②総務費（10.9％）
　41億911万円
　［69,269円］

人件費（11.7％）
44億1,395万円

［74,408円］

扶助費（17.4％）
65億4,437万円

［110,321円］

公債費（10.8％）
40億4,722万円

［68,226円］

普通建設事業費（9.3％）
35億105万円

［59,019円］

投資的経費
（14％）
52億6,680万円

［88,785円］

義務的経費（39.9％）
150億554万円

［252,955円］その他の経費（46.1％）
173億3,665万円

［292,251円］

災害復旧事業費（4.7％）
17億6,575万円

［29,766円］

物件費（19.5％）
73億4,298万円

［123,784円］

維持補修費（1.3％）
4億9,477万円

［8,340円］

補助費等（15.6％）
58億6,613万円

［98,888円］

積立金（2.0％）
7億3,698万円

［12,424円］

投資・出資・貸付金（0.4％）
1億5,283万円

［2,576円］

繰出金（7.3％）
27億4,296万円

［46,239円］
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※地方財政状況調査の数値によりま
　す。



（単位：％）

　決められた特定の事業を行う場合に、特定の収入を
その事業に充てるため、一般会計とは区別して 5 つ
の特別会計と 3 つの企業会計を設けて経理を行って
います。どの事業も私たちの暮らしを支えるために欠
かせない大切な事業ですが、特定の収入だけでは運営
できず赤字経営の会計があります。特に企業会計にお

ける収支は、実質的には赤字で、一般会計から多額の
赤字補てん補助金を支出することで経営を成り立たせ
ています。特別会計や企業会計の経営悪化は一般会計
の経営悪化につながるため、公営企業の経営戦略を策
定し、独立採算性の原則に基づいて経営改善に努めて
いきます。

特別会計・企業会計

会計名 歳　入 歳　出 形式収支

特別会計

国民健康保険 100億7,599万円 95億2,788万円 5億4,811万円
後期高齢者医療 6億9,281万円 6億8,906万円 375万円

介護保険 68億6,666万円 65億9,280万円 2億7,386万円
奨学金 3,388万円 2,230万円 1,158万円

簡易水道事業 2億913万円 2億94万円 819万円

企業会計
水道事業 13億516万円 16億262万円 ▲2億9,746万円

下水道事業 17億9,905万円 22億8,600万円 ▲4億8,695万円
市民病院事業 5億5,470万円 5億3,487万円 1,983万円

H25 H26 H27 H28 H29 早期健全化基準 財政再生基準
実質赤字比率 ― ― ― ― ― 12.6 20.0

連結実質赤字比率 ― ― ― ― ― 17.6 30.0
実質公債費比率 13.1 12.2 11.9 11.7 11.1 25.0 35.0
将来負担比率 66.4 58.6 41.3 40.7 26.1 350.0

　市の予算をより身近に感じていただけるように、平
成 29 年度一般会計決算を家計に置き換えた「うき家
の家計簿」を作成しました。カッコ内は前年と比べた

増減額を表しています。
（注）家計簿の金額は一般会計の決算額の1万分の2（0.02%）
　　相当額となっています。

うき家の家計簿

収入合計　798 万 2 千円

給料
356万3千円（▲7万5千円）
・固定給116万6千円
　市民税などの市税
・変動給239万7千円
　地方交付税など

家賃収入
11万9千円（＋2千円）
分担金および負担金・
財産収入など

実家からの援助
249万3千円（＋59万7千円）
国庫・県支出金

銀行からの借入
113万9千円（＋32万3千円）
市債

預貯金の取り崩し
5万4千円（▲32万6千円）
繰入金

雑収入
19万円（＋8万6千円）
諸収入、寄附金

前年の余り
42万4千円（＋25万5千円）
繰越金

支出合計　752 万 2 千円

生活費※
235万1千円（＋53万円）
人件費、物件費

医療費・学費など※
130万9千円（＋2万円）
扶助費

ローンの返済※
81万円（▲2万3千円）
公債費

家の増改築費
70万円（＋17万3千円）
普通建設事業費

子どもへの仕送り
54万9千円（▲9千円）
繰出金

預貯金
14万7千円（▲11万5千円）
積立金

税・自治会への会費
117万3千円（＋15万4千円）
補助費など

その他
48万3千円（▲9千円）
災害復旧費など

平成 29 年度決算

　健全化判断比率は、次の表にある 4 つの指標で表
します。指標のいずれかが早期健全化基準を超えると
早期健全化計画を策定し自主的な健全化を図らなけれ
ばならず、財政再生基準を超えると財政再生計画を策
定し国などの関与による確実な再生が求められます。
　実質公債費比率と将来負担比率は改善しています

が、県内 45 市町村の中で、下位に位置しています。
　それぞれの比率は、財政健全化の取り組みにより毎
年改善していますが、今後は地方交付税の減額の影響
などにより、悪化する可能性があるため、歳出削減な
どによる基金（貯金）の増資と市債（借金）の減少を
引き続き図っていく必要があります。

健全化判断比率

　平成 29 年度のうき家の収入を見ると、固定給と変
動給を合わせた給料が全体の約 49％しかなく、実家
からの援助と銀行からの借り入れによって、何とか生
活ができている状況だということが分かります。
　支出では、生活費や医療費が増え、年間の最低限必
要な経費（※）は約 447 万円になりました。収入のう

ち固定給は 117 万円ほどしかないことから考えると、
厳しい状況であることが分かります。
　変動給である地方交付税などは今後、合併特例期間
の終了などにより減っていくと見込まれるので、生活
費などの支出を見直し、節約するところとお金を使う
ところをはっきり区分していくことが必要です。

今後減っていく収入への対応が必要です

収
入（
歳
入
）

支
出（
歳
出
）

　一般家庭の借金に相当する市債は、道路整備や公共施設建設
など一時的に多額の資金が必要になる場合などに発行します。
道路や施設などは長期間利用されるため、世代間の負担を均衡
化させる目的があります。市債残高は、近年減少傾向でしたが、
災害などの影響により増加しました。

　一般家庭の預貯金に相当する基金には、年度間の財源の歳入
歳出の不均衡を調整する財政調整基金や市債の償還に必要な財
源を確保し債務を軽減するために積み立てる減債基金、教育や
地域振興など特定の目的のために積み立てる特定目的基金があ
ります。平成 29 年度は、熊本地震からの早期復興を目的に、
県支出金を財源とした平成 28 年熊本地震復興基金約 5.4 億円
を新たに積み立てています。

基金
137億6,240万円

前年度比   ＋13億9,851万円
市民1人当たり     231,999円

市債
477億8,530万円

前年度比   ＋10億4,376万円
市民1人当たり     805,538円

基金と市債
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そ
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う
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中
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合
併
特
例
債
の
発
行
期
限

が
、
5
年
間
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れ
ま
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合
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行
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朽
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伴
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と
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１
／
４
を
占
め
る
普
通
交

付
税
は
、
合
併
算
定
替（
割
増
交
付
）の
段
階
的

縮
減
に
よ
り
年
々
減
少
し
て
い
ま
す
。
限
ら
れ

た
財
源
を
有
効
活
用
す
る
た
め
、
業
務
の
民
間

委
託
や
事
業
の
民
営
化
、
指
定
管
理
者
制
度
を

活
用
し
た
公
共
施
設
運
営
な
ど
に
取
り
組
ん
で

い
ま
す
。
今
後
も
持
続
可
能
な
財
政
基
盤
を
構

築
す
る
に
は
、
歳
入
に
見
合
っ
た
歳
出
へ
の
転

換
が
急
務
で
す
。
さ
ら
な
る
行
財
政
改
革
を
推

進
し
、
必
要
な
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
維
持
や
向
上

に
取
り
組
み
な
が
ら
、「
選
択
と
集
中
」を
念
頭

に
お
い
た
効
率
的
・
効
果
的
な
財
政
運
営
を

行
っ
て
い
き
ま
す

持
続
す
る
ま
ち
づ
く
り
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